
○山口県警察通信指令技能指導員等運用要綱  

平 成 ２ １ 年 ７ 月 ７ 日  

生 通 第 ３ ３ １ 号 

生 企 第 ５ ２ ９ 号 

生 地 第 ２ ５ ４ 号 

警 務 第 ５ ９ １ 号 

警 教 第 ２ ６ ８ 号 

 

（目的）  

第１条  この要綱は、通信指令技能指導員（以下「技能指導員」とい

う。）及び通信指令準技能指導員（以下「準技能指導員」とい

う。）の指定及び運用に関して必要な事項を定めることにより、通

信指令技能の向上を図り、もって初動警察活動を強化することを目

的とする。  

（技能指導員の職務）  

第２条  技能指導員は、次に掲げる職務を行う。  

(1) 通信指令業務に従事する警察官に対する実戦的な指導教養  

(2) 準技能指導員に対する指導教養  

(3) 学校教養等の集合教養時における指導教養  

（技能指導員の推薦）  

第３条  警察署長及び地域部地域運用課長（以下「警察署長等」とい

う。）は、所属の警察官のうち、次に掲げる基準のいずれにも該当

し、かつ、技能指導員としての適格性を有すると認められる者を選

定し、通信指令技能指導員推薦書（別記第１号様式）により、地域

部長に推薦するものとする。  

(1) 準技能指導員に指定された警部補又は巡査部長の階級にある者  

(2) 地域部門に所属している者  

(3) 通信指令業務に従事した期間が通算しておおむね５年以上（そ

のうち地域部地域運用課において通信指令業務に従事した期間が

３年以上）になる者  

(4) 山口県警察の通信指令技能検定に関する訓令（平成２１年山口

 県警察本部訓令  第２９号。以下「訓令」という。）に規定する

 上級技能検定に合格した者  

(5) 優れた指導力を有する者  

（技能指導員の指定）  

第４条  地域部長は、前条の規定による推薦に基づき、技能指導員と

しての適格性を審査し、技能指導員を指定するものとする。  

（技能指導員の審査）  

第５条  地域部長は、１年ごとに技能指導員の適格性を審査し、その

結果を当該技能指導員が属する所属の長に通知するものとする。  



（技能指導員の指定の解除）  

第６条  地域部長は、技能指導員が次のいずれかに該当する場合  

は、その指定を解除するものとする。  

(1) 適格性を有しないと判断されたとき。  

(2) 他の所属又は他の部門に配置換えとなったとき。  

(3) 警部に昇任したとき。  

（技能指導員の派遣）  

第７条  警察署長等は、技能指導員による指導教養を実施しようとす

るときは、希望する日時を明らかにして、地域部長に技能指導員の

派遣を要請するものとする。  

２  地域部長は、前項の規定による要請があった場合において、その

必要があると認めるときは、技能指導員のうちから適任者を選定

し、当該技能指導員の派遣を命ずるものとする。  

（準技能指導員の職務）  

第８条  準技能指導員は、自所属の警察官に対し、通信指令に関する

知識及び技能についての実戦的な指導教養を行う。  

（準技能指導員の指定）  

第９条  警察署長等は、所属の警察官のうち、次に掲げる基準のいず

れにも該当し、かつ、準技能指導員としての適格性を有すると認め

られる者を選定し、通信指令準技能指導員選定書（別記第２号様

式）を作成して地域部長の承認を得た上で、準技能指導員を指定す

るものとする。  

(1) 警部補又は巡査部長の階級にある者  

(2) 地域部門に所属している者  

(3) 通信指令業務に従事した期間が通算しておおむね３年以上にな

  る者  

(4) 訓令に規定する初級技能検定又は上級技能検定に合格した者  

(5) 優れた指導力を有する者  

（準技能指導員の審査）  

第１０条  警察署長等は、１年ごとに準技能指導員の適格性を審査

し、その結果を地域部長に報告するものとする。  

（準技能指導員の指定の解除）  

第１１条  警察署長等は、準技能指導員が第６条各号のいずれかに該

当する場合は、地域部長の承認を得た上で、その指定を解除するも

のとする。  

附  則  

この要綱は、平成２１年７月１０日から施行する。  

     附  則  （平成２４年３月１５日山口生通第１４９号）  

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則  （ 平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 付 け 山 口 警 務 第 ２ ６ ０ 号 山 口 県 警 察 の 組 織 改 編 に   



  伴 う 関 係 例 規 通 達 の 一 部 改 正 に つ い て （ 例 規 通 達 ） に よ る 改 正 附 則 ）  

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附  則  （ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 １ ９ 日 付 け 山 口 警 務 第 ２ １ ７ 号 山 口 県 警 察 広 域 機 動 捜 査   

  班 設 置 運 営 要 綱 等 の 一 部 改 正 に つ い て （ 例 規 通 達 ） に よ る 改 正 附 則 ）  

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附  則  （ 令 和 元 年 ６ 月 ２ ８ 日 山 口 警 務 第 ５ １ ９ 号 不 正 競 争 防 止 法 等 の 一 部 を 改 正     

す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 例 規 通 達 の 一 部 改 正 に つ い て （ 例 規 通 達 ） に よ  

る 改 正 附 則 ）  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  

 

 



別記 

第１号様式（第３条関係） 

 

通 信 指 令 技 能 指 導 員 推 薦 書 

 

                              第     号 

                              年  月  日 

地 域 部 長 殿 

 

                                   長 

 

通信指令技能指導員として下記の者を推薦します。 

記 

 

現  分  掌 

 

 階    級  

氏    名  

生 年 月 日  

 

採用年月日 

(実務経験年数) 

 

  年  月  日 

 （  年  月） 

 

昇 任 年 月 日 

巡査長  年 月 日 

巡査部長  年 月 日 

警部補  年 月 日 

通信指令業務 

従事経験年数 
        年   月 

通信指令技能検定 

上級取得年月日 
         年  月  日 

表    彰  

 

 

 

勤 務 経 歴 

 

 

 

所  属 分  掌 期  間 所  属 分  掌 期  間 

      

      

      

      

      

      

 

 

 

推 薦 理 由 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第２号様式（第９条関係） 

 

通 信 指 令 準 技 能 指 導 員 選 定 書 

 

                              第     号 

                              年  月  日 

地 域 部 長 殿 

 

                                   長 

 

通信指令準技能指導員として下記の者を選定します。 

記 

現  分  掌 

 階    級  

氏    名  

生 年 月 日  

 

採用年月日 

(実務経験年数) 

 

  年  月  日 

 （   年   月） 

 

昇 任 年 月 日 

巡査長  年 月 日 

巡査部長  年 月 日 

警部補  年 月 日 

通信指令業務 

従事経験年数 
        年   月 

通信指令技能検定 

取得年月日 

初  級  年 月 日 

上  級  年 月 日 

表    彰                                      

 

 

 

勤 務 経 歴 

 

 

 

所  属 分  掌 期  間 所  属 分  掌 期  間 

      

      

      

      

      

      

 

 

 

選 定 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 


